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告　　　　　示

○土地改良区の土地改良事業計画変更の認可（４
　件）…………………………………………………（農村整備課）５
○基本測量の実施の通知（２件）………………………（管理課）５
　　　企業局企業管理規程
○企業局企業職員就業規程の一部を改正する企業
　管理規程………………………………………………………………６
　　　教育委員会告示
○指定技能教育施設の指定及び連携措置に係る科
　目の指定………………………………………………………………７
　　　公安委員会規則
○宮崎県警察職員の定員の配分に関する規則及び
　宮崎県警察の組織に関する規則の一部を改正す
　る規則…………………………………………………………………７
○宮崎県道路交通法施行細則の一部を改正する規
　則………………………………………………………………………９
　　　選挙管理委員会告示
○選挙権を有する者の総数の50分の１の数及び３
　分の１の数……………………………………………………………21
○選挙区における選挙権を有する者の総数の３分
　の１の数………………………………………………………………21

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　規　　　則
○公立大学法人宮崎県立看護大学の業務運営並び
　に財務及び会計に関する規則の一部を改正する
　規則…………………………………………………（医療政策課）１
　　　告　　　示
○救急病院の辞退……………………………………（　　〃　　）１
○保安林の指定解除…………………………………（自然環境課）２
○漁業災害補償法に基づく特定第２号漁業者の同
　意（２件）…………………………………………（水産政策課）２
○令和５年度における建設工事等の特定調達契約
　に係る競争入札参加資格等……………………………（管理課）２
○道路の区域の変更（２件）………………………（道路保全課）３
○道路の供用の開始（３件）………………………（　　〃　　）３
○道路の占用を制限する区域の指定………………（　　〃　　）４
○土砂災害特別警戒区域の指定の解除…………………（砂防課）４
○土砂災害特別警戒区域の指定…………………………（　〃　）４
　　　公　　　告
○大規模小売店舗の新設に関する届出……………（商工政策課）４

規　　　　　則

改正前 改正後
　（財務諸表）
第９条　法第34条第１項の規則で定める書類は、地方独立行政法人
　会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解（平成16年総務省告
　示第 221号）に定めるキャッシュ・フロー計算書及び行政サービ
　ス実施コスト計算書とする。

　（財務諸表）
第９条　法第34条第１項の規則で定める書類は、地方独立行政法人
　会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解（平成16年総務省告
　示第 221号）に定める純資産変動計算書及びキャッシュ・フロー
　計算書とする。

　公立大学法人宮崎県立看護大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第17号
　　　公立大学法人宮崎県立看護大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則の一部を改正する規則
　公立大学法人宮崎県立看護大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（平成29年宮崎県規則第16号）の一部を次のように改正する
。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。

宮崎県告示第 227号
　次の医療機関は、令和５年３月１日付けで、救急病院等を定める

省令（昭和39年厚生省令第８号）第１条第１項に規定する救急病院
を辞退した。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
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名　　　　　称 所　　　　在　　　　地

医療法人社団城山病院 宮崎市清武町船引 238

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 228号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第26条の２第２項の規定により
、次のとおり保安林の指定解除をする。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　解除に係る保安林の所在場所　児湯郡川南町大字川南字下浜 1
　1184－１・字番所 11227－１（以上２筆について次の図に示す部
　分に限る。）
２　保安林として指定された目的　風害の防備
３　解除の理由　道路用地とするため
　　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県環境森林部自然環
　境課及び宮崎県児湯農林振興局並びに川南町役場に備え置いて縦
　覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 229号
　漁業災害補償法（昭和39年法律第 158号。以下「法」という。）
第 108条第５項において準用する法第 105条の２第３項の規定によ
る届出を審査した結果、当該加入区に係る法第 108条第２項の規定
による特定第２号漁業者の同意が同項に規定する要件に適合すると
認めた。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

同意成立の届出年月日 令和５年１月27日

発起人の住所及び氏名 串間市
有限会社　海心
代表取締役　川崎　義成
串間市
河野　忠重　

加 入 区 の 名 称 串間市東第一加入区

区 域 串間市東漁業協同組合の地区のうち都
井地区

区 分 小型定置漁業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 230号
　漁業災害補償法（昭和39年法律第 158号。以下「法」という。）
第 108条第５項において準用する法第 105条の２第３項の規定によ
る届出を審査した結果、当該加入区に係る法第 108条第２項の規定
による特定第２号漁業者の同意が同項に規定する要件に適合すると
認めた。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

同意成立の届出年月日 令和５年２月１日

発起人の住所及び氏名 東臼杵郡門川町
有限会社　和田水産
代表取締役　和田　吉一　
東臼杵郡門川町
黒木　光孝　

加 入 区 の 名 称 庵川加入区

区 域 庵川漁業協同組合の地区

区 分 総トン数10トン未満の漁船を使用して
漁業を行うもの、総トン数10トン以上
の漁船を使用して主にまぐろはえ縄漁
業を行うもの及び小型定置漁業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 231号
　令和５年度において、物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める規則（平成７年宮崎県規則第69号）第２条第５号に規定する特
定調達契約に係る一般競争入札（以下「競争入札」という。）に参
加する者に必要な資格（以下「競争入札参加資格」という。）並び
に競争入札参加資格審査の申請の方法及び時期等を次のとおり告示
する。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　調達をする物品等又は特定役務の種類
　⑴　建設工事（建設業法（昭和24年法律第 100号）第２条第１項
　　に規定する建設工事をいう。）
　⑵　測量（測量法（昭和24年法律第 188号）第３条に規定する測
　　量をいう。）
　⑶　建設コンサルタント業務（公共工事の前払金保証事業に関す
　　る法律（昭和27年法律第 184号）第19条第３号に規定する建設
　　コンサルタントの業務のうち土木に関する工事の設計業務をい
　　う。）
　⑷　地質調査業務（地質調査業者登録規程（昭和52年建設省告示
　　第 718号）第２条第１項に規定する地質調査をいう。）
　⑸　補償コンサルタント業務（補償コンサルタント登録規程（昭
　　和59年建設省告示第1341号）第２条第１項に規定する補償業務
　　をいう。）
　⑹　建築設計業務（建築士法（昭和25年法律第 202号）第２条第
　　７項に規定する設備設計に関する業務又は同法第23条第１項に
　　規定する設計等の業務をいう。）
２　競争入札参加資格
　　県が発注する建設工事等の契約に係る入札参加者の資格等に関
　する要綱（平成20年宮崎県告示第 369号。以下「要綱」という。
　）に基づく知事の競争入札参加資格審査を受け、競争入札参加資
　格を有すると認められた者であること。
３　競争入札参加資格審査の申請の方法、時期等
　⑴　申請の方法
　　　要綱第５条に規定する申請書等（以下「申請書類」という。
　　）を持参又は送付（送付にあっては、書留郵便又はそれと同等
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　　の手段に限る。）により提出すること。
　⑵　申請書類の受付期間
　　　申請書類は、案件毎に公告で定める期間内において随時（土
　　曜日、日曜日及び祝日並びに令和５年12月29日、令和６年１月
　　２日及び同月３日を除く。午前８時30分から午後５時まで）受
　　け付ける。
　⑶　競争入札参加資格申請書の配布場所及び申請書類の提出場所
　　並びに申請についての問合せ先
　　　宮崎県県土整備部管理課建設業審査担当　宮崎市橘通東２丁
　　目10番１号　郵便番号 880－8501　電話番号0985（26）7176
　　　なお、申請書類は、県庁ホームページ（しごと・産業＞公共
　　事業・建築・土木＞建設業＞入札参加資格＞令和４・５年度の
　　入札参加資格審査申請について（ＷＴＯ随時認定））の画面か
　　らダウンロードすることができる。
　⑷　申請書類の作成に用いる言語及び通貨
　　　競争入札参加資格申請書の作成に用いる言語及び通貨は、日
　　本語及び日本国通貨とする。
　　　なお、競争入札参加資格申請書に添付する書類のうち外国語
　　で記載したものには、日本語の訳文を付記し、又は添付するこ
　　と。
４　競争入札参加資格審査結果の通知
　　競争入札参加資格審査の結果は、郵便により通知する。
５　競争入札参加資格の有効期間及び更新手続
　⑴　有効期間
　　　競争入札参加資格を取得した日から令和６年３月31日までと
　　する。
　⑵　有効期間の更新手続
　　　⑴の有効期間の更新を希望する者は、令和５年10月以降に予
　　定している令和６・７年度の競争入札参加資格審査の申請をす
　　ること。
６　その他
　　要綱に基づき５⑴の有効期間に係る競争入札参加資格を有して
　いる者（この告示の公表の際現に競争入札参加資格の申請を行っ
　ている者を含む。）は、同じ業種の競争入札参加資格を要件とす
　る競争入札については、この告示による申請の必要はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 232号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和５年３月27日から同年４月10日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 234号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和５年３月27日から同年４月10日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

国道  503号 東臼杵郡諸
塚村大字七
ツ山字高サ
レ2562番１
地先から同
郡同村同大
字同字2562
番１地先ま
で

令和５年３月27日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 235号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和５年３月27日から同年４月10日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員
�メートル�

延　長

�メートル�

国道  503号 東臼杵郡諸
塚村大字七
ツ山字下合
鴫1149番１
地先から同
郡同村同大
字同字1149

旧  8.4～
 9.0

12.1

新 14.4～
22.6

12.1

番１地先ま
で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 233号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、令和５年３月27日から同年４月10日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員
�メートル�

延　長

�メートル�

 313 県道 杉安高
鍋線

西都市大字
穂北字平城
 702番地先
から同市同
大字同字 6
92番１地先
まで

旧 16.6～
27.8

41.7

新 11.4～
22.3

41.7
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宮崎県告示第 237号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第37条第１項の規定により、次
のとおり道路の占用を制限する区域を指定する。
　なお、関係図面は、令和５年３月27日から同年４月10日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　道路の種類及び路線名並びに占用を制限する区域

道路の種類 路線名 占用を制限する区域

国道  503号 東臼杵郡諸塚村大字七ツ山字下合鴫11
49番１地先から同郡同村同大字同字11
49番１地先まで

２　制限の対象とする占用物件
　　新たに地上に設ける電柱（占用の制限の開始の期日より前に占
　用を認められた電柱の更新又は移設によるもの及び県が認めた仮

　設電柱を除く。）
３　占用を制限する理由
　　緊急輸送道路の占用を制限することにより、災害が発生した場
　合における被害の拡大を防止するため。
４　占用の制限の開始の期日
　　令和５年４月11日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 238号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第９条第８項の規定により、令和２年12
月28日宮崎県告示第1025号で指定した次の土砂災害特別警戒区域の
指定を解除する。
　なお、解除する土砂災害特別警戒区域の表示及び建築物の構造の
規制に必要な衝撃に関する事項については、次の図のとおりとする
。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

市町村名 地 区 名
土砂災害特別警戒
区 域 の 渓 流 番 号
又 は 箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

串 間 市 大 平 １ Ⅰ－１－0402 急傾斜地の崩壊

　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
び宮崎県串間土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 239号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第９条第１項の規定により、次のとおり
土砂災害特別警戒区域を指定する。
　なお、土砂災害特別警戒区域の表示及び建築物の構造の規制に必
要な衝撃に関する事項については、次の図のとおりとする。　　
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

市町村名 地 区 名
土砂災害特別警戒
区 域 の 渓 流 番 号
又 は 箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

串 間 市 大 平 １ Ⅰ－１－0402 急傾斜地の崩壊

　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
び宮崎県串間土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）

公　　　　　告

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第５条第１項の規
定により、大規模小売店舗の新設に関する届出があったので、届出
書その他関係書類を次のとおり縦覧に供する。
　なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活
環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、本日
から４月以内に宮崎県知事に意見書を提出することができる。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　大規模小売店舗の名称及び所在地

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

国道  503号 東臼杵郡諸
塚村大字七
ツ山字下合
鴫1149番１
地先から同
郡同村同大
字同字1149
番１地先ま
で

令和５年３月27日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 236号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和５年３月27日から同年４月10日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

 142 県道 上椎葉
湯前線

東臼杵郡椎
葉村大字不
土野字広瀬
1060番１地
先から同郡
同村同大字
同字1060番
24地先まで

令和５年３月27日
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　　（仮称）ドラッグストアモリ日向亀崎店
　　日向市亀崎西２丁目69番１　外
２　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法
　人にあっては代表者の氏名
　　株式会社ドラッグストアモリ　代表取締役　森竜馬
　　福岡県朝倉市一木1148番地の１
３　当該大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及
　び住所並びに法人にあっては代表者の氏名
　　株式会社ドラッグストアモリ　代表取締役　森竜馬
　　福岡県朝倉市一木1148番地の１
４　大規模小売店舗の新設をする日
　　令和５年11月９日
５　大規模小売店舗内の店舗面積の合計
　　 1,341㎡
６　大規模小売店舗の施設の配置に関する事項
　⑴　駐車場の位置及び収容台数
　　　建物南東側　51台
　⑵　駐輪場の位置及び収容台数
　　　建物南東側　10台
　⑶　荷さばき施設の位置及び面積
　　　建物南東側　40㎡
　⑷　廃棄物等の保管施設の位置及び容量
　　　建物内南側　 10.20㎥
７　大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項
　⑴　大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店
　　時刻　
　　　24時間
　⑵　来客が駐車場を利用することができる時間帯
　　　24時間
　⑶　駐車場の自動車の出入口の数及び位置
　　　２箇所　建物敷地北東側
　⑷　荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯
　　　午前６時から午後10時まで
８　届出年月日
　　令和５年３月８日
９　届出書その他関係書類の縦覧場所及び期間
　⑴　場所
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課
　　、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城
　　県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務
　　事務所総務商工センター
　⑵　期間
　　　令和５年３月27日から令和５年７月27日まで
10　意見書の提出先及び期間
　⑴　提出先
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課
　⑵　期間
　　　令和５年３月27日から令和５年７月27日まで
11　意見書の記載事項
　　意見書には、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地
　域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見ととも

　に、意見書提出者の氏名又は名称及び住所並びに当該大規模小売
　店舗の名称を日本語により記載すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第48条第９項において準用
する同法第10条第１項の規定により、出之山土地改良区（小林市）
の土地改良事業計画（維持管理事業）の変更を認可した。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第48条第９項において準用
する同法第10条第１項の規定により、宝光院土地改良区（小林市）
の土地改良事業計画（維持管理事業）の変更を認可した。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第48条第９項において準用
する同法第10条第１項の規定により、市谷土地改良区（小林市）の
土地改良事業計画（維持管理事業）の変更を認可した。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第48条第９項において準用
する同法第10条第１項の規定により、平川土地改良区（小林市）の
土地改良事業計画（維持管理事業）の変更を認可した。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　測量法（昭和24年法律第 188号）第14条第１項の規定により、基
本測量の実施について、国土交通省国土地理院長から次のとおり通
知があった。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　作業の種類　
　　基本測量（航空重力測量）
２　作業地域
　　宮崎県全域
３　作業期間
　　令和５年４月１日から令和５年７月31日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　測量法（昭和24年法律第 188号）第14条第１項の規定により、基
本測量の実施について、国土交通省国土地理院長から次のとおり通
知があった。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　作業の種類　
　　基本測量（電子国土基本図（地図情報）修正）
２　作業地域
　　宮崎県全域
３　作業期間
　　令和５年４月１日から令和６年３月31日まで

企業局企業管理規程
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　企業局企業職員就業規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県企業局長　井　手　義　哉　
宮崎県企業局企業管理規程第１号
　　　企業局企業職員就業規程の一部を改正する企業管理規程
　企業局企業職員就業規程（昭和36年宮崎県企業局企業管理規程第８号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（勤務時間）
第２条　［略］
２　［略］
３　地方公務員法第28条の４第１項又は第28条の５第１項の規定に
　より採用された職員で同項に規定する短時間勤務の職を占めるも
　の（以下「再任用短時間勤務職員」という。）の勤務時間は、第
　１項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、４週間を超えない期
　間につき１週間当たり15時間30分から31時間までの範囲内で、管
　理者が定める。
４　［略］
５　日曜日及び土曜日は、週休日（勤務時間を割り振らない日をい
　う。以下同じ。）とする。ただし、管理者は、育児短時間勤務職
　員等については、必要に応じ、当該育児短時間勤務等の内容に従
　いこれらの日に加えて月曜日から金曜日までの５日間において週
　休日を設けるものとし、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間
　勤務職員については、日曜日及び土曜日に加えて、月曜日から金
　曜日までの５日間において、週休日を設けることができる。

６　第１項の勤務時間の割振りは、月曜日から金曜日までの５日間
　において、休憩時間を除き、午前８時30分から午後５時15分まで
　とする。ただし、特別の事情を有する職員について適当と認める
　場合は、月曜日から金曜日までの５日間において、休憩時間を除
　き、午前８時30分から午後５時まで又は午前８時45分から午後５
　時15分までとし、育児短時間勤務職員等については、１週間ごと
　の期間について、当該育児短時間勤務等の内容に従い１日につき
　７時間45分を超えない範囲内で勤務時間を割り振るものとし、再
　任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員については、１週
　間ごとの期間について、１日につき７時間45分を超えない範囲内
　で勤務時間を割り振るものとし、公務の運営上の事情により必要
　な場合には、管理者が別に定めるところにより、勤務時間を割り
　振るものとする。
７　［略］
　（年次休暇）
第９条　職員には１年を通じて20日（育児短時間勤務職員等、再任
　用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあっては、その者
　の勤務時間等を考慮し20日を超えない範囲内で別に定める日数）
　の年次有給休暇を与えるものとする。ただし、１年の途中におい
　て職員となった者の年次有給休暇の日数については、月割により
　計算する。
２～４　［略］
　（部分休業）
第13条の３　管理者は、職員が請求した場合において、業務に支障

　（勤務時間）
第２条　［略］
２　［略］
３　地方公務員法（昭和25年法律第 261号。以下「地方公務員法」
　という。）第22条の４第１項の規定により採用された職員（以下
　「定年前再任用短時間勤務職員」という。）の勤務時間は、第１
　項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、４週間を超えない期間
　につき１週間当たり15時間30分から31時間までの範囲内で、管理
　者が定める。
４　［略］
５　日曜日及び土曜日は、週休日（勤務時間を割り振らない日をい
　う。以下同じ。）とする。ただし、管理者は、育児短時間勤務職
　員等については、必要に応じ、当該育児短時間勤務等の内容に従
　いこれらの日に加えて月曜日から金曜日までの５日間において週
　休日を設けるものとし、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付
　短時間勤務職員については、日曜日及び土曜日に加えて、月曜日
　から金曜日までの５日間において、週休日を設けることができる
　。
６　第１項の勤務時間の割振りは、月曜日から金曜日までの５日間
　において、休憩時間を除き、午前８時30分から午後５時15分まで
　とする。ただし、特別の事情を有する職員について適当と認める
　場合は、月曜日から金曜日までの５日間において、休憩時間を除
　き、午前８時30分から午後５時まで又は午前８時45分から午後５
　時15分までとし、育児短時間勤務職員等については、１週間ごと
　の期間について、当該育児短時間勤務等の内容に従い１日につき
　７時間45分を超えない範囲内で勤務時間を割り振るものとし、定
　年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員については
　、１週間ごとの期間について、１日につき７時間45分を超えない
　範囲内で勤務時間を割り振るものとし、公務の運営上の事情によ
　り必要な場合には、管理者が別に定めるところにより、勤務時間
　を割り振るものとする。
７　［略］
　（年次休暇）
第９条　職員には１年を通じて20日（育児短時間勤務職員等、定年
　前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあっては、
　その者の勤務時間等を考慮し20日を超えない範囲内で別に定める
　日数）の年次有給休暇を与えるものとする。ただし、１年の途中
　において職員となった者の年次有給休暇の日数については、月割
　により計算する。
２～４　［略］
　（部分休業）
第13条の３　管理者は、職員が請求した場合において、業務に支障

　がないと認めるときは、当該職員がその小学校就学の始期に達す
　るまでの子を養育するため１日の勤務時間の一部について勤務し
　ないこと（以下この条において「部分休業」という。）を承認す
　ることができる。ただし、次に掲げる職員は、部分休業をするこ

　がないと認めるときは、当該職員がその小学校就学の始期に達す
　るまでの子を養育するため１日の勤務時間の一部について勤務し
　ないこと（以下この条において「部分休業」という。）を承認す
　ることができる。ただし、次に掲げる職員は、部分休業をするこ
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　とができない。
　�１�　非常勤職員（再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務
　　職員を除く。）
　�２�　［略］
２～５　［略］
　（修学部分休業）
第13条の４　管理者は、職員（臨時及び非常勤の職員並びに地方公
　務員法第28条の４第１項の規定により採用された職員を除く。以
　下この条及び次条において同じ。）が申請した場合において、公
　務の運営に支障がなく、かつ、当該職員の公務に関する能力の向
　上に資すると認めるときは、当該職員が、次に掲げる教育施設に
　おける修学のため、２年を超えない期間中、１週間の勤務時間の
　一部について勤務しないこと（以下「修学部分休業」という。）
　を承認することができる。
　�１�～�３�　［略］
２～４　［略］
　（非常勤の職員の特例）
第25条　非常勤の職員（再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤
　務職員を除く。）の勤務時間、休暇等については、この企業管理
　規程の規定にかかわらず、管理者が別に定める。

　とができない。
　�１�　非常勤職員（定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時
　　間勤務間勤務職員を除く。）
　�２�　［略］
２～５　［略］
　（修学部分休業）
第13条の４　管理者は、職員（臨時及び非常勤の職員を除く。以下
　この条及び次条において同じ。）が申請した場合において、公務
　の運営に支障がなく、かつ、当該職員の公務に関する能力の向上
　に資すると認めるときは、当該職員が、次に掲げる教育施設にお
　ける修学のため、２年を超えない期間中、１週間の勤務時間の一
　部について勤務しないこと（以下「修学部分休業」という。）を
　承認することができる。

　�１�～�３�　［略］
２～４　［略］
　（非常勤の職員の特例）
第25条　非常勤の職員（定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短
　時間勤務職員を除く。）の勤務時間、休暇等については、この企
　業管理規程の規定にかかわらず、管理者が別に定める。

　　　附　則
　（施行期日）
１　この企業管理規程は、令和５年４月１日から施行する。
　（勤務時間等に関する経過措置）
２　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和４年宮崎県条例第42号。次項において「条例」という。）附則第５条第１項
　又は第２項により採用された職員は、第２条第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして適用する。
　（修学部分休業に関する経過措置）　
３　条例附則第４条第１項又は第２項により採用された職員は、第13条の４に規定する職員に含まない。

教育委員会告示

宮崎県教育委員会告示第２号
　学校教育法施行令（昭和28年政令第 340号）第32条及び第33条の
規定により、技能教育のための施設及び連携措置に係る科目を次の
とおり指定する。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会教育長　黒　木　淳一郎
１　指定技能教育施設の名称及び所在地
　　きぼう高等学院

連携科目 連携科目に対応する高等学校の科目
ビジネス基礎 ビジネス基礎
ビジネス・コミュニケー
ション

ビジネス・コミュニケーション

観光ビジネス 観光ビジネス
３　指定する日
　　令和５年４月１日

公安委員会規則

　　宮崎県宮崎市源藤町九日市 280－１
２　連携措置に係る科目及び連携措置に係る科目に対応する高等学
　校の科目

　宮崎県警察職員の定員の配分に関する規則及び宮崎県警察の組織に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県公安委員会委員長　島　津　久　友
宮崎県公安委員会規則第４号
　　　宮崎県警察職員の定員の配分に関する規則及び宮崎県警察の組織に関する規則の一部を改正する規則
　（宮崎県警察職員の定員の配分に関する規則の一部改正）
第１条　宮崎県警察職員の定員の配分に関する規則（昭和37年宮崎県公安委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
別表（第２条関係） 別表（第２条関係）　　　　　　

職 定員
警察行政職員 　　　　　　２７３

職 定員
事務職員 　　　　　　２７３
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　（宮崎県警察の組織に関する規則の一部改正）
第２条　宮崎県警察の組織に関する規則（昭和56年宮崎県公安委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（会計課）
第４条　［略］
２・３　［略］
４　監査室に監査室長を置き、警視、警部又は事務職員をもって充
　てる。
５　［略］
　（情報管理課）
第５条　［略］
２　情報管理課に情報管理統括官を置き、事務職員又は技術職員を
　もって充てる。
３～５　［略］
６　情報企画政策室に情報企画政策室長を置き、警視、警部、事務
　職員又は技術職員をもって充てる。
７　［略］
　（厚生課）
第９条　［略］
２・３　［略］
４　健康管理対策室に健康管理対策室長を置き、警視、警部又は事
　務職員をもって充てる。
５　［略］
　（運転免許課）
第23条　［略］
２・３　［略］
４　自動車運転免許試験場に自動車運転免許試験場長を置き、警視
　又は事務職員をもって充てる。
５～７　［略］
８　高齢運転者等支援室に高齢運転者等支援室長を置き、警視、警
　部又は事務職員をもって充てる。
９　［略］
　（参事官）
第31条　［略］
２　参事官は、警視正、警視又は事務職員をもって充てる。
３　［略］
　（課長、所長及び隊長）
第32条　［略］
２　課長、所長及び隊長は、警視をもって充てる。ただし、会計課
　長、施設装備課長、情報管理課長、総合管理課長、厚生課長及び
　科学捜査研究所長は、事務職員又は技術職員をもって充てること
　ができる。
３　［略］
　（監査官）
第32条の２　［略］

　（会計課）
第４条　［略］
２・３　［略］
４　監査室に監査室長を置き、警視、警部又は警察行政職員をもっ
　て充てる。
５　［略］
　（情報管理課）
第５条　［略］
２　情報管理課に情報管理統括官を置き、警察行政職員又は技術職
　員をもって充てる。
３～５　［略］
６　情報企画政策室に情報企画政策室長を置き、警視、警部、警察
　行政職員又は技術職員をもって充てる。
７　［略］
　（厚生課）
第９条　［略］
２・３　［略］
４　健康管理対策室に健康管理対策室長を置き、警視、警部又は警
　察行政職員をもって充てる。
５　［略］
　（運転免許課）
第23条　［略］
２・３　［略］
４　自動車運転免許試験場に自動車運転免許試験場長を置き、警視
　又は警察行政職員をもって充てる。
５～７　［略］
８　高齢運転者等支援室に高齢運転者等支援室長を置き、警視、警
　部又は警察行政職員をもって充てる。
９　［略］
　（参事官）
第31条　［略］
２　参事官は、警視正、警視又は警察行政職員をもって充てる。
３　［略］
　（課長、所長及び隊長）
第32条　［略］
２　課長、所長及び隊長は、警視をもって充てる。ただし、会計課
　長、施設装備課長、情報管理課長、総合管理課長、厚生課長及び
　科学捜査研究所長は、警察行政職員又は技術職員をもって充てる
　ことができる。
３　［略］
　（監査官）
第32条の２　［略］

２　監査官は、事務職員をもって充てる。 ２　監査官は、警察行政職員をもって充てる。

　［略］

計 　　　　　　３２１
備考
　警察行政職員又は技術職員の人員が定員に満たない場合に
おいては、その満たない人員の範囲内において、当該定員を
他の職の定員に流用することができる。

　［略］

計 　　　　　　３２１
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３　［略］
　（統括官）
第34条　［略］
２　統括官は、警視又は事務職員をもって充てる。
３　［略］
　（指導官等）
第35条　［略］
２　指導官等は、警視、警部、事務職員又は技術職員をもって充て
　る。
３・４　［略］
　（管理官、理事官、副所長、副隊長及び課長補佐等）
第36条　課に管理官又は理事官を、科学捜査研究所に副所長を、交
　通機動隊、高速道路交通警察隊及び機動隊に副隊長を置き、警視
　、警部、事務職員又は技術職員をもって充てる。
２・３　［略］
４　課に課長補佐を、科学捜査研究所に所長補佐を、交通機動隊及
　び高速道路交通警察隊に隊長補佐を置き、警部、事務職員又は技
　術職員をもって充てる。
５　［略］

　（校長及び副校長等）
第39条　［略］
２～４　［略］
５　学校に校長補佐を置き、警部、事務職員又は技術職員をもって
　充てる。
６・７　［略］
８　参事は、警視、警部、事務職員又は技術職員をもって充てる。

９　［略］
　（署長、副署長及び課長）
第41条　［略］
２～４　［略］
５　警察署の課に課長を置き、警部又は事務職員をもって充てる。

６～10　［略］
別表（第37条関係）

３　［略］
　（統括官）
第34条　［略］
２　統括官は、警視又は警察行政職員をもって充てる。
３　［略］
　（指導官等）
第35条　［略］
２　指導官等は、警視、警部、警察行政職員又は技術職員をもって
　充てる。
３・４　［略］
　（管理官、理事官、副所長、副隊長及び課長補佐等）
第36条　課に管理官又は理事官を、科学捜査研究所に副所長を、交
　通機動隊、高速道路交通警察隊及び機動隊に副隊長を置き、警視
　、警部、警察行政職員又は技術職員をもって充てる。
２・３　［略］
４　課に課長補佐を、科学捜査研究所に所長補佐を、交通機動隊及
　び高速道路交通警察隊に隊長補佐を置き、警部、警察行政職員又
　は技術職員をもって充てる。
５　［略］
６　人財育成課に師範を置き、技術職員をもって充てる。
７　師範は、担任する事務について課長を補佐し、部下職員を指揮
　監督する。
　（校長及び副校長等）
第39条　［略］
２～４　［略］
５　学校に校長補佐を置き、警部、警察行政職員又は技術職員をも
　って充てる。
６・７　［略］
８　参事は、警視、警部、警察行政職員又は技術職員をもって充て
　る。
９　［略］
　（署長、副署長及び課長）
第41条　［略］
２～４　［略］
５　警察署の課に課長を置き、警部又は警察行政職員をもって充て
　る。
６～10　［略］
別表（第37条関係）

職 職制又は職制上の職
警察行政職員又は技術
職員

　［略］
職 職制又は職制上の職

事務職員又は技術職員 　［略］

　　　附　則
　この規則は、令和５年４月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県道路交通法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。　　
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県公安委員会委員長　島　津　久　友
宮崎県公安委員会規則第５号
　　　宮崎県道路交通法施行細則の一部を改正する規則
　宮崎県道路交通法施行細則（昭和35年宮崎県公安委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（解任命令） 　（解任命令）
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第15条　法第74条の３第６項の規定による解任命令は、別記様式第
　12号の命令書を交付して行うものとする。

別表第３（第10条関係）

第15条　法第74条の３第６項の規定による解任命令は、別記様式第
　12号の解任命令書を交付して行うものとする。
　（是正措置命令）
第15条の２　法第74条の３第８項の規定による是正措置命令は、別
　記様式第12号の２の是正措置命令書を交付して行うものとする。
別表第３（第10条関係）
　路　線　名 区　　　　　　　間
　［略］
東九州自動車道 延岡市北浦町古江字波瀬川原3414番２から

日南市大字東弁分字中村乙 169番１地先ま
で

　［略］
一般国道10号（
都城志布志道路
）

都城市乙房町1864番１地先から都城市五十
町4655番１地先まで

　［略］
一般国道 218号
（高千穂日之影
道路）

西臼杵郡日之影町大字七折字末市 13983番
１地先から西臼杵郡日之影町大字七折字平
底 12281番１地先まで

一般国道 218号
（北方延岡道路
）

延岡市北方町曽木字壱丁鐘子2249番１から
延岡市高野町67番40地先まで

　［略］
一般国道 220号 宮崎市橘通東３丁目 125番から串間市大字

高松字簾1469番まで

　［略］
県道土生高千穂
線

　［略］

県道内海加江田
線

宮崎市大字折生迫字狩行司5631番４先から
宮崎市大字内海字町1133番２先まで

　［略］

　別記様式第12号の次に次の１様式を加える。

　路　線　名 区　　　　　　　間
　［略］
東九州自動車道 延岡市北浦町古江字波瀬川原3414番２から

宮崎市清武町今泉字柳ヶ谷乙1869番１まで
東九州自動車道 日南市北郷町郷之原字中鶴甲 862番１地先

から日南市大字東弁分字中村乙 169番１地
先まで

　［略］
一般国道10号（
都城志布志道路
）

都城市南横市町7809番６地先から都城市五
十町4655番１地先まで

一般国道10号（
都城志布志道路
）

都城市乙房町1864番１地先から都城市南横
市町7809番６地先まで

　［略］
一般国道 218号
（高千穂日之影
道路）

西臼杵郡日之影町大字七折字末市 13983番
１地先から西臼杵郡日之影町大字七折字高
野 13022番１地先まで

一般国道 218号
（高千穂日之影
道路）

西臼杵郡日之影町大字七折字高野 13022番
１地先から西臼杵郡日之影町大字七折字平
底 12281番１地先まで

一般国道 218号
（北方延岡道路
）

延岡市北方町曽木字壱丁鐘子2249番１から
延岡市舞野町1447番36まで

一般国道 218号
（北方延岡道路
）

延岡市舞野町1472番３地先から延岡市高野
町67番40地先まで

　［略］
一般国道 220号 宮崎市橘通東３丁目 125番から宮崎市源藤

町字葉山 247番４まで
一般国道 220号 宮崎市源藤町字葉山 248番２から日南市油

津２丁目５番24まで
一般国道 220号 日南市油津２丁目６番23から串間市大字高

松字簾1469番まで
一般国道 220号 宮崎市大字折生迫字狩行司5631番４先から

宮崎市大字内海字町1133番２先まで
　［略］
県道土生高千穂
線

　［略］

　［略］
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　別記様式第40号及び別記様式第41号を次のように改める。
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　別記様式第44号を次のように改める。
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　　　附　則
　この規則は、令和５年４月１日から施行する。
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選挙管理委員会告示

宮崎県選挙管理委員会告示13号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第１項及び第75条第１
項に規定する選挙権を有する者の総数の50分の１の数並びに同法第
76条第１項、第81条第１項及び第86条第１項並びに地方教育行政の
組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第 162号）第８条第１項
に規定する選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40
万を超え80万以下の場合にあっては、その40万を超える数に６分の
１を乗じて得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得
た数、その総数が80万を超える場合にあっては、その80万を超える
数に８分の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40
万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数）は、令和５年３
月１日現在次のとおりである。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　宮崎県選挙管理委員会委員長　茂　　　雄　二
　選挙権を有する者の総数の50分の１の数　　　　　　　17,842人
　選挙権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え
80万以下の場合にあっては、その40万を超える数に６分の１を乗じ
て得た数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、そ
の総数が80万を超える場合にあっては、その80万を超える数に８分
の１を乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に３分
の１を乗じて得た数とを合算して得た数）　　　　　　 211,510人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県選挙管理委員会告示第14号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第80条第１項に規定する選挙
権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が40万を超え80万以
下の場合にあっては、その40万を超える数に６分の１を乗じて得た
数と40万に３分の１を乗じて得た数とを合算して得た数、その総数
が80万を超える場合にあっては、その80万を超える数に８分の１を
乗じて得た数と40万に６分の１を乗じて得た数と40万に３分の１を
乗じて得た数とを合算して得た数）は、令和５年３月１日現在次の
とおりである。
　　令和５年３月27日
　　　　　　　　宮崎県選挙管理委員会委員長　茂　　　雄　二
　宮崎市選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　 110,500人
　都城市選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　44,370人
　延岡市選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33,113人
　日南市選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14,190人
　小林市・西諸県郡選挙区　　　　　　　　　　　　　　14,729人
　日向市選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16,510人
　串間市選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,845人
　西都市・西米良村選挙区　　　　　　　　　　　　　　 8,499人
　えびの市選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,119人
　北諸県郡選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6,822人
　東諸県郡選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,277人
　児湯郡選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18,631人
　東臼杵郡選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,473人
　西臼杵郡選挙区　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,285人
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